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平成30年度要員計画について
提示を受け、議論

４月18日に業務委員会が開催され、「平成30年度要員計画について」、「用地管理体制の

見直し」、「伊勢市駅における業務執行体制の見直しについて」の提示を受け、議論しま

した。

国労側出席者：土谷執行委員・岩田副執行委員長・大矢執行委員・鶴山書記長

会社側出席者：大熊課長代理（運輸営業部）荒尾課長代理（人事課）・松田係長（人事課）

説明員 渡邉担当課長（車両部）田邊担当課長（工務部）西川係長（人事課）

国鉄労働組合名古屋地方本部
発行責任者：亀井 和弘

編集責任者：鶴山 章
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【組合】伊勢市駅の関係だが、電子連動化

に伴い要員削減はわかるが働く者

としては要員が減るということは

問題がある。また、あらためて申

し入れとなるかも知れないが、現

行伊勢市駅の要員は全体で何名

か。

【会社】箇所別、個別のものは開示していな

い。

【組合】電子連動化ということだが、車両の

入れ換えや連結作業はあるのか。持

ち帰り、検討したい。

採用だが、女性社員は何名か。

【会社】11名である。

【組合】系統別ではどうか。

【会社】すべて運輸である。

要員はこれで良いのか
－組合－

【組合】車両、施設、電気と昨年と変わらな

いが様々な事故等の発生に鑑みて人

材を確保することも必要ではない

か。要員はこれで良いのか。

【会社】平成30年度に採用した実績について

ということか。会社としては必要な

要員を採用している。

【会社】昨年度、事象発生があったと言われ

たが個々原因はあるが要員が足りな

いから発生したという訳ではない。

【組合】組合としては起きた事故を重く見る

べきではないかということだ。

退職だが、理由は何か。

【会社】様々な事由がある。介護もあれば、

個人それぞれある。一概にというも

のはない。

【組合】専任社員だが、再雇用の比率はどの

程度か。

【会社】約８割である。

【組合】専任社員の契約満了での退職者は。

【会社】34名である。

【組合】出向計画だが、系統別人数は。

【会社】経営職６名、駅15名、運輸13名、車

両11名、工務12名、電力11名、以上

平成29年度実績である。

2018年４月25日 業務速報No.535



2

系統外出向はあるのか
－組合－

【組合】出向に関してだが、車両関係の当組

合員が系統外に出向を命ぜられたが

そういう事は今後もあるのか。

【会社】従来からの考えに変わり無く、適切

な箇所にいって頂く。

【組合】乗務員の採用だが、駅から乗務員へ

ということだったが施策に変わりは

ないか。

【会社】運用に関しては本社だが、変わらな

い。

【組合】休日労働の平成29年度実績はどうか。

【会社】乗務員では１人１泊から２泊程度で

ある。

【組合】駅に関して他はどうか。

【会社】駅で若干あるということだが、乗務

員に比べてはない。

休日買い上げの実態が
－組合－

【組合】駅だが、管内で行くと瑞浪駅では１

月に３名が交代４形の全体で１回と

泊まりが１日分と４形日勤の仕事が

７回、日勤が７回で３名の方が特休

買い上げがあったと。２月は変形７

Aが４回、３月は変形７が１回と通

常の日勤が１回といった実態があっ

たが、会社としてどう捉えるか。

【会社】休日労働については、当社はｻｰﾋﾞｽ

業なのでお客様のﾆｰｽﾞにｷﾒ細かく対

応していく必要があり、列車の設定

などが結果的に駅などの実態に繋が

っている。

【会社】予定になかった社員の退職や専任社

員の契約解除とかがあり、急遽休労

での対応があったと思う。協力して

頂いた方に感謝するとともに、読み

切れない部分についてはある程度の

ところは致し方ないのかなと。

【組合】協力するしないではなく、要員的

な部分、各種の業研とかｻｰﾋﾞｽ委員

会が片やあって、片や休日労働が発

生している。ｻｰﾋﾞｽ委員会は必要な

いとはいわないが、要員が同じ管理

駅でないのであれば、助勤をまわす

とか、対策を求める。

【会社】趣旨は分かるが、一般論でいえばど

ういうように補充していくかは箇所

毎に超勤、助勤と選択肢はあると思

う。その件を捕まえてのどれが良い

のか悪いのかという議論はしない。

個別の駅要員を示せ
－組合－

【組合】管理駅と非管理駅の関係で個別の駅

の要員は示さないということだが、

管理・非管理含めての必要人員か、

個別の駅の要員として捉えているの

か。もう一度聞きたい。

【会社】細かい要員管理の考え方は全体を見

てである。助勤等もあるので状況に

より変わってくるので一概に言えな

い。色々な積み上げがあってのこと

である。

【組合】ある意味、管理駅に任せるというこ

ともあるのか。例えば管理駅で本来

の人数で。

【会社】精査した上で判断している。この要

員でやりくりしなさいということで

はない。

【組合】平成29年度の中途採用者数を明らか

にされたい。

【会社】採用していない。

【国労】その他退職者について、退職事由

と内訳を明らかにすること。

【会社】大半が自己都合である。

【国労】退職者数を明らかにすること。

【会社】36名である。

【組合】会社はこの間、育児世代への支援

策を行なってきているが、育児を
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理由とした退職者の割合はどのよ

うになっているのか。

【会社】細かい数字は出していない。

【組合】専任社員のうち出向者が漸減傾向

となっているが、今後退職者が増

える中で出向者の割合はどのよう

な傾向となると認識しているか。

【会社】専任社員の中での出向者の割合と

いうことか。需給状況の需要側の

状況もあるので一概には言えな

い。

【組合】54歳原則出向を行っていると思う

が、この方向は変わらずにいくの

か。

【会社】変わらない。54歳原則出向、要員

需給があるが従来通りである。

【組合】平成29年度の駅異動は何名か。

【会社】通常の人事動の範疇である。今年

は何名だと年度初のところでいう

のは考え方からして…。

【組合】昨年度、平成29年度駅からの実績

を聞いている。駅から乗務員のと

ころである。

【会社】20名である。

【組合】出向計画について、平成30年度の

計画数を系統別に明らかにされた

い。

【会社】駅20名程度、運輸10名程度、車両

10名程度、施設・電気若干名程度、

非現10名程度である。

【組合】平成30年度初の休職者数を明らか

にされたい。

【会社】約120名程度である。

【組合】その内、育児休職者は何名か。

【会社】88名である。

【組合】平成30年度の休日労働の見込みに

ついては、今年度実績の一人１～

２泊程度ということで良いか。

【会社】そういう認識である。

【組合】乗務員の他に駅で休日労働があっ

たということで良いか。

【会社】そうである。

必要人員が減の根拠を
－組合－

【組合】平成30年度初要員数で、駅は昨年

度初の必要人員と比べて20名少な

くなっているが、この根拠は何か。

【会社】昨年度の初めと今年度の初めで比

べている。集中旅客ｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑで

の減、松阪駅汽笛亭の廃止、それ

によって数名、そういったものを

差し引くと提示の必要人員とな

る。

【組合】工務の必要人員が10名減となって

いるがこれの根拠は何か。

【会社】土木技術ｾﾝﾀｰﾌﾟﾗｽ受託工事が減っ

たなど各施策の実施状況をみてで

ある。

【組合】駅と工務を合わせたその分が「そ

の他」に流れていき、ﾄｰﾀﾙとして

は昨年と変わらないということ

か。

【組合】必要人員の算出だが、業務量の増

減分を勘案の上、算出ということ

で良いか。

【会社】新しく発生したものについては精

査した上でということで従来と変

わりない。

協力会社の声を聞け
－組合－

【組合】協力会社の要員状況も逼迫をして

いると聞く。協力会社はある意味、

従来の本体の仕事を契約して代行

しているといえる。協力会社と一

体で安全・安定輸送を担う上から

も協力会社の業務執行状況は、会

社としても放置は出来ないし、看

過出来ないと考えるがどうか。

工務関係の協力会社である日本

機械保線の担当ｴﾘｱが他の協力会

社の撤退で大きく拡大し、泊まり
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を伴う仕事など働く社員の負担も

大きくなると聞く。協力会社と一

体で取り組みを行う上でも別の会

社のことと機械的に対応するので

はなく当該社員の意見に耳を傾け

るようにされたい。協力会社との

関係という点でどうか。

【会社】協力会社と工事業務を進めていか

なければならないのは同じ認識で

ある。しかし、協力会社の採用に

口を出すことはあまり出来ないの

で情報を交換しながら出来るだけ

採用を含めて進めて行く。JR側と

しては出来るだけ工事を早めに発

注して工期を長くとったりだと

か、発注の仕方もｴﾘｱ毎に作業し

やすいようにということである。

【組合】平成29年度年休使用実績の系統別

の平均は何日か。

【会社】海鉄全体では16日。系統別では駅

約17日、運輸約19日、車両約17日、

工務約13日、非現業その他約16日

である。

【組合】意外と取得出来ているが実感とし

てはどうか。運輸で19日、ほぼ取

得ということでこのような会社は

あまり無いのではないか。

【組合】要員配置計画と密接な関係がある

時間外・休日労働の点から質した

い。

全職場の上限年540時間に
－組合－

今年の２月から来年９月末まで

36協定への年間特別条項が設定さ

れ、今まで中央新幹線建設部の一

部箇所のみだが、すべての箇所に

おいて180時間の設定が有効とな

り、上限時間は540時間となった。

会社の目的はｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ強化いわ

ゆる法令遵守強化だとしている。

この「特別条項」というものは、

「臨時的に、限度時間を超えて時

間外労働を行わなければならない

特別の事情が予想される場合に

は、従来の限度時間を超える一定

の時間を延長時間とすることがで

きる。」というものである。

この特別条項は、まさに特別な

条項なので、従来の限度時間を超

えることが恒常的ではなく、一時

的・突発的なものであるというよ

うな特別の事情がある場合に限ら

れる。特に事由を限定せずに「業

務繁忙な時、使用者が必要と認め

る時、あるいは年間を通じて適用

されることが明らかな場合」は、

特別の事情とはならない。

限度時間超えの労働に制限
－組合－

したがって、毎月毎月、限度時

間を超えて時間外労働をさせるよ

うな協定は締結することは出来

ず、そのため、限度時間を超える

場合の上限回数についても、１年

の半分を超えないこと、という制

限がなされている。

私自身の高卒の後輩が、年間上

限の360時間を上回りそうな可能

性があるということで当時、時間

外労働を制限されているものの、

実態としては担当業務上、せざる

を得ない状態だと聞いた。

また、その後輩が働く工務職場で

は線路巡回検査を夜間作業でせざ

るを得ない状態と聞く。主に目視

で線路全般を見て歩く検査なので

当初聞いたときには驚いた。ﾍﾙﾒｯ

ﾄに付けたﾍｯﾄﾞﾗﾝﾌﾟを頼りに光が

当たる部分を中心に検査するとの

ことだが、そのような方法で線路
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全般の丁寧な検査が可能か。私は

見落とし、あるいは昼間に見れば

見られるものも夜では仕事の質が

落ちざるをえないが、要員状況か

らそうせざるを得ない現状がある

と聞いている。

今回、会社は「労働時間を適切

に申告しづらくなることがないよ

うな環境を整えるために」に提案

されたということだが、述べたよ

うに「恒常的ではなく、一時的・

突発的なものなど特別な事情に限

られる」という点、適法とはいえ、

制度の趣旨を理解して厳正に運用

することが求められると考える。

現業区毎の必要人員を示せ
－組合－

この点で、会社資料の要員計画

の中の「必要人員」は7年前に「基

準人員」から「必要人員」に変更

されたが、その理由を質した回答

は、「ｲｺｰﾙ基準人員、書き方の問

題」だと回答した。また、「必要

人員が居れば基本的に仕事はまわ

る」とも言われた。しかし、その

必要人員から見るなら、社員数に

余裕があり、だぶついている状態

に違和感を感じるのは私だけでは

無いと思う。明らかにされないと

は思うが、そもそもその「必要人

員」自体の算定が具体的にどのよ

うになされているのか、また系統

別のくくりだけではなく各現業区

毎に明らかにするように質したい

がどうか。

【会社】そこは難しいところであるが、必

要人員については会社が責任をも

って必要な人員を配置している。

数字の出し方は明らかにする考え

はない。

【組合】締結権がある組合との交渉の中で

も「特別条項を前提としない要員

配置、職場風土のあり方」などを

はじめとした議論がされたようだ

が、時間外労働・休日労働は無制

限に認められるものではなく、必

要最小限に留めるよう厚労省から

厳しく書面で示されている。

時間外・休日労働の背景に
－組合－

そもそも時間外・休日労働の発

生の背景のひとつに、「要員配置

は業務のﾋﾟｰｸに合わせない」とい

う会社の基本姿勢があるのではな

いかと考える。他の背景に少子高

齢化などもあるとはいえ、要員配

置の基本姿勢の変更無しに言葉は

悪いが、小手先での対応では根本

的解決ははかれないと考えるがど

うか。

【会社】ﾋﾟｰｸに合わせないという従来の考

え方を変えるつもりは会社として

はない。ﾋﾟｰｸに合わせるというこ

とはﾋﾟｰｸでない時はどうするのか

という問題がある。遊ばせておく

のかということになる、民間企業

として利益を上げていかなければ

ならない。社会通念上、そういう

企業が多いのではないか。民間企

業としてどうなのかというのがあ

る。従来通りの考え方である。

貴側の認識はわかる。特別条項

が設定されたからといって、いた

ずらに長時間労働を推し進めてい

く考えは全くない。

【組合】言われたが、その「ﾋﾟｰｸ」に設定

が難しいとするならそれより少し

下に設定するなど、現状のきつさ

やﾀｲﾄさを打開していく必要があ

ると考える。
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この間、職場では会社が言われ

る適切な要員配置が行われている

ことをとても実感できる状況には

なく、「年中繁忙期状態」だと聞

く。「業務量を包み隠さず申告し、

本当に適正な業務量自体の把握を

行うべき」などと深まる要員不足

に深刻な意見や願いも出ていると

聞く。また、年休の取得に際して

は時季指定した日に取得できるこ

とが基本だと考えており、年休が

消化できない社員が存在すること

には問題意識を持っている。その

面からも時季指定した日に取得で

きるだけの要員を確保することを

合わせて求めておく。

要員不足解消に取り組め
－組合－

私どもとしては、会社に対して

機械的なﾊｰﾄﾞ対策での設備投資は

一定の肯定的な評価をしつつも、

肝心要の要員不足の解消に本気の

取り組みを講じることや、要員対

策が講じられていることを社員が

実感できるような運用を求めたい

と考える。そうした上で、災害時

や異常時に対しては、社員個々人

がそれぞれの持ち場で率先して業

務に関わり、対応していくことも

重要であると考えている。

【会社】設備投資に対し、肯定的な評価に

お礼を述べる。会社としても要員

については先程来述べているよう

に業務量を見ながら必要な要員を

会社として責任を持って配置して

いく。長時間労働は放置しない。

【組合】基本的な点を聞きたい。「必要人

員」と「社員数」の乖離だが、運

輸・車両・工務は概ね100人程度

だが、駅は280人上乗せされてい

るがどういうことか、何か理由が

あるのか。

【会社】駅になぜ社員数が多いのかは、中

堅層とか指導層の方の確保、着実

に今までのﾉｳﾊｳとかを技術継承し

ていく。駅での世代交代は道半ば

であるが、結果として駅からの再

異動、乗務員として帰る規模が小

さくなっていることが考えられ

る。

【組合】社員の年齢構成だが、11年で1500

人が退職するが、今の採用実績で

大体80人程度ということはその差

はﾌﾟﾛ大とかその辺で埋めていく

のか。

【会社】採用に関しては全社的な数字であ

るが、言われたようにﾌﾟﾛ大の採

用というところを今後退職されて

いく方の人数の穴埋めという意味

ではあるが、会社としては全社ﾄｰ

ﾀﾙで見ながら進めていく。

３年では時間が足りない
－ 組 合 －

【組合】技術系の職場から言うと、ﾌﾟﾛ大

の方は延びて現場３年なのでなか

なかきちっと教える時間がない。

それなりに「算数」はこなせるよ

うになるが「数学」まではいかな

い。

【会社】３年でやろうとか、そういう枠組

みみたいなものは今はない。将来

的に長くではないが、すぐに出て

行くと思わずにみて頂きたい。

【組合】言われたように、駅の技術継承も

大事だが、技術系の技術継承も大

事だ。

【組合】昨年の車両事故等を鑑みて、車両、

工務系の人数と平成29年度と30年

度の要員数が車両に関しては変わ

っていない。普通は増やすべきで
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はないか。29年度410、30年度も4

10と全く同じ数字だ。要員的な部

分も増やすべきでないか。

【会社】車両の事象だが、例えば要員が不

足してて、人が足りないので起こ

ったというわけではない。それが

原因だということであれば、考え

られるが。個別の対策は行ってい

く。作業をきちっとやっていくと

いうことで対応している。

作業量増で要員を質す
－組合－

【組合】現状での車両区での作業量が増え

ているという報告があるので要員

的に質したい。

【会社】何秒単位というところであり、要

員として増やすというところまで

行っていない。

【組合】特に工務系統での新入社員を「必

要人員」にｶｳﾝﾄしたり、駅でも見

習い業務が生じる。すぐに１人工、

１人前として扱うべきではないと

考えるがどうか。

【会社】当然、職場の戦力であるのでｶｳﾝﾄ

することになる。

【組合】持ち帰り、議論してあらためて申

し入れをするので対応されたい。

【会社】了解。

以上
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